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１ 普通科と複数の専門学科の高校を統合した他県の事例 

■委員からの意見 

普通科と複数の専門学科の統合について、他県の好事例があれば次回会議に資料提供

いただきたい。（上北地区） 
 

学校名 富山県立氷見高校（開設年度：平成２２年度） 

学校規模・ 

学科構成 

５学科（普通科、農業科、水産科、商業科、家庭科）６学級 

※令和２年度現在 

統合対象校 
氷見高校 ２学科（普通科、商業科）５学級【使用校舎】 

有磯高校 ３学科（農業科、水産科、家庭科）３学級 

特色ある教

育活動 

（総合選択制※の導入） 

○ ２年次２単位、３年次２単位の計４単位を選択履修（普通科は３年次に

２単位選択履修） 

年次 総合選択科目（太字は専門科目、太字以外は共通科目） 

２年次 
数学Ａ、基礎英語、音楽表現、造園技術、生物活用、海洋環境、 

水産流通、ビジネス実務、ライフデザイン、生活教養Ａ 

３年次 

表現探究、発展国語、基礎数学、数学Ｂ、発展英語、音楽リズム、 

生涯スポーツ探究、グリーンライフ、食品管理、海洋調査技術、 

広告と販売促進、ビジネス入門、子ども文化、生活教養Ｂ 

 ※総合選択制：自分が学んでいる学科以外の科目を自由に選択し学習できる制度 

 

（学校設定科目：ＨＩＭＩ学） 

○ 全学科１年次に１単位設定。氷見市の自然や文化、産業から生きた知識

を学び、学び方や生き方を考察する。氷見市ゆかりの講師による講演、施

設見学等の校外活動、研究成果のグループ別発表会等を実施している。 

統合による

効果 

○ 各教科の担当教員数が増加し､指導内容の充実を図ることができている。 

○ 総合選択制の導入により、他学科の生徒と切磋琢磨する気風が生まれて

いる。 

○ 部活動数・部員数が増え、活性化している。また、部活動の活性化は、

生徒の生活面における意識向上につながっている。 

統合による

課題 

○ 生徒数が増えたことにより、入学時の学力の幅が大きくなっている。 

○ 総合選択制の課題として、専門学科の生徒の共通科目に対する学習ニー

ズが高い反面、普通科の生徒は他の専門科目の履修が低調となっている。 

○ 部活動・部員数の増加に伴い､活動場所が手狭となっている場合もある。 

志願状況 
 

【参考：統合前の志願状況（平成２１年度）】 

氷見高校：志願倍率 ０．９１倍 

有磯高校：志願倍率 ０．７８倍 

種別 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ ５年平均 

募集人員 ２８０人 ２８０人 ２４０人 ２４０人 ２４０人  

志願倍率 １．１１倍 ０．９８倍 １．１１倍 １．１１倍 ０．９５倍 １．０５倍 
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２ 本県における学校施設改築に係る事例 

■委員からの意見 

学校新築や現状の高校の改築における予算規模を概算でも良いので資料提供いただ

きたい。（上北地区） 

 

学校名 青森工業高校 

学校規模・ 

学科構成 

工業科７学級 

（機械科、電子機械科、電気科、電子科、情報技術科、建築科、都市環境科） 

※平成２２年度竣工時点 

工事期間 設計 平成１６年度 

工事 平成１７年度～平成２２年度 

工事理由・

工事内容 

（工事理由） 耐震改築のため 
 
（工事内容） 

区分 内容 面積 予算額 

土地 用地取得、屋外運動場整備 72,655㎡ 約15億円 

建物 管理棟、普通教室棟、実習棟、

体育館 等 

17,240㎡ 約45億円 
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３ 県立高校の学級編制の弾力化に伴う教員数への影響 
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４ 県立高校におけるＩＣＴ活用に向けた取組状況 

■委員からの意見 

コロナウィルス拡大の影響により、ＩＣＴを活用した授業が注目され、小中学校で

は急速に進められようとしている。遠隔授業の導入により、学校連携の推進ひいて

は小規模校の教育活動の充実につながることが期待されるが、遠隔授業等の研究は

どのようになっているか。（三八地区） 

 

（１）国の動向（関係部分のみ抜粋） 

○ 学校教育法施行規則の一部改正（高等学校等におけるメディアを利用して行う授

業の制度化）（H27.4） 

  全日制・定時制課程の高等学校等における授業の方法として、多様なメディア

（テレビ会議システム等）を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で

履修させる授業を学校教育法施行規則に位置付け、制度の弾力化を図っている。 
 

 【留意事項等】 

  ・ メディアを利用して行う授業については、高等学校等の修了要件として習得

すべき単位数である７４単位のうち３６単位以下とすること。 

  ・ 高等学校段階においては、生徒の発達段階等から見て教師と生徒の直接の対

面を通じての触れ合いが重要であるとの考えの下、各教科・科目ごとに一定時

間、直接対面による授業が必要であること。 

  ・ 高等学校設置基準の規定に基づき、同時に授業を受ける一学級の生徒数は原

則として４０人以下とすること。この場合、受信側の教室等のそれぞれの生徒

数が４０人以下であっても、それらを併せて４０人を超えることは原則として

認められないこと。 

○ 高等学校学習指導要領の改訂（R4年度から学年進行で実施） 

情報活用能力を、言語能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け

育成を図るとともに、学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実に

ついて明記。 

○ ＧＩＧＡスクール構想の実現【文部科学省等】（令和元年度～） 

 Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代を生きる子供たちにとって、教育におけるＩＣＴを基

盤とした先端技術等の効果的な活用が求められる一方で、現在の学校ＩＣＴ環境の

整備は遅れており、自治体間の格差も大きい。令和時代のスタンダードな学校像と

して、全国一律のＩＣＴ環境整備が急務。 

 このため、１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備する

とともに、並行してクラウド活用推進、ＩＣＴ機器の整備調達体制の構築、利活用

優良事例の普及、利活用のＰＤＣＡサイクル徹底等を進めることで、多様な子供た

ちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で

持続的に実現させる。 
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（２）本県の取組状況 

  ① ＩＣＴを活用した遠隔授業調査研究事業 

実 施 校 木造高校及び同校深浦校舎 

期  間 平成２７年度～平成２９年度 

目  的 ＩＣＴ活用に関する知識やスキルの蓄積を図り、本県高校教育の機会

と質の確保及び教員の指導力向上を図る。 

主な内容 テレビ会議システムや書画カメラ、ハンディタイプのビデオカメラ等

周辺機材を活用した遠隔授業を段階的に実施。 

【平成２７年度】 

 ・ＩＣＴを活用した遠隔教育の効果的な場面や課題の検証。 

【平成２８年度】 

 ・商業科目、外国語科を中心に遠隔教育システムによる授業を実施。 

・通常の授業との違いや実施上の課題の把握により、遠隔教育システ

ムによる授業が有効・不向きな科目や単元について検証。 

・環境改善、教材や指導方法、評価方法等のノウハウの蓄積。 

・授業外の使用の検討、実施や単位認定に関する課題の集約。 

【平成２９年度】 

 ・２年間の取組を基に、遠隔授業及び講習の実施、授業外の活用、単

位認定の実施検討及び課題の整理。 

・遠隔サミットｉｎ青森（文部科学省指定校等が集い、遠隔教育調査

研究上の課題等について情報交換）の開催。 

研究結果 ○ 座学での一斉授業は概ね可能。生徒も意欲的に参加していた。 

○ 生徒に対する個々のフォローは必要であり、合同授業ではなく、双

方向の専用講習にすべき。 

○ 個別指導が必要な授業は不適である。４０人の掌握は困難であり、

多くても２０人程度が適正である。 

○ 体育実技、火気や刃物を扱う授業等は対面で授業を行うべき。 

○ 映像のタイムラグや音声のハウリングエコーに伴う聞きづらさ、音

声や画像データの送受信の際における不具合等があった。 

○ 机間指導がないことで「関心・意欲・態度」の評価が難しいため、

受信側の授業補助者による観察が必要となる。 

○ 遠隔授業の実施に必要となる準備時間や必要人員等を考慮すると、

人的コストが非常に高い。 

  



6 

 

  ② 未来社会を切り拓く高校生の資質・能力育成事業 

（ＩＣＴ活用の推進に向けた取組部分を抜粋） 

実 施 校 青森高校、青森南高校、三本木高校 

期  間 令和元年度～令和２年度 

目  的 情報活用能力の育成を図るＩＣＴを活用した学習活動の充実と普及に

向け、各教科等におけるＩＣＴを活用した授業実践に係る研究を行う。 

主な内容 ○ 青森高校 

 ・フィールドワーク現場との遠隔交流 

 ・海外の高校との交流、外部団体との交流 等 

○ 青森南高校 

 ・ＩＣＴ機器の操作方法や活用例に関する教員研修 

 ・ＩＣＴ活用推進チームによる公開授業、授業実践・評価 等 

○ 三本木高校 

 ・ＩＣＴを活用した大学連携セミナー、企業連携セミナー 等 

 

  ③ 県立学校情報教育推進事業 

実 施 校 県立高校 

期  間 令和元年度～ 

目  的 令和４年度からの高等学校学習指導要領の改訂への対応とともに、国

のＧＩＧＡスクール構想や新型コロナウィルス感染症等による臨時休業

に備えるためのＩＣＴ基盤整備を行う。 

主な内容 ○ 授業で生徒が使用するための端末（タブレット等）を整備。 

○ 校内ＬＡＮの高速化、教室への無線ＬＡＮの整備 等 

 

  ④ ＩＣＴを活用した家庭学習支援緊急対策事業 

実 施 校 県立高校 

期  間 令和２年度 

目  的 新型コロナウィルス感染症の影響による臨時休業に際し、子どもたち

の学びを保障できるよう、学校における分散登校等の対面での指導と合

わせ、ＩＣＴを活用し家庭等でも学び続けられる環境を整備する。 

主な内容 ○ 学習支援サービスの導入 

 教員の授業動画や民間事業者が提供する学習教材（映像コンテンツ

や課題等）により、家庭での学びを続けられるよう、全県立高校にお

いて、民間事業者が提供する学習支援サービスを導入。 

○ 家庭学習のための通信環境の確保 

 通信環境が整っていない家庭の県立高校生が、学校休業等において

も学びを続けられるよう、家庭で使用できる端末を貸与。 
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（３）他県の参考事例【高知県の取組例（令和元年度）】 

実 施 校 【配信側】高知追手前高校（7cl）／【受信側】吾北分校（1cl） 

実施体制 【配信側】授業者１名＋サポート１名／【受信側】授業補助１名 

対象生徒 吾北分校の生徒２～３名 

実施科目 数学探究、政治経済 

成  果 ○ 自校では対応が難しい数学探究（学力上位層が選択）を開設できる

ため、習熟度別授業が展開できる。 

○ 普段と異なる遠隔授業により、生徒が意欲的に取り組んでいる。 

課  題 ○ 授業中に質問できない生徒もいるため、放課後に補習を行うなどの

サポートが必要となる。 

○ 予期せぬ機器トラブルにより授業が不可となることもある。 

○ 大型の設備を要するため、授業場所は固定される。 

設備内容 電子黒板（60ｲﾝﾁ）、ディスプレイ（60ｲﾝﾁ）、書画カメラ、複合機、 

マイク、スピーカー、ネットワークカメラ 等 

※ 配信側、受信側の双方に整備 

 


